
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書
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畝当するロには，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される卒業者の方は．レ印の記入は不要です。
「細分類番号ｊとは，統叶法第２条第９項に規定する統計基軍である日本標単産業分類の細分類番号をいいます。

「基単年度」とは０計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の赴又は原単位の数位の平均をいいます。
「増減率」とは，基甲年度と比較した叶面期間の平均の墹加又は減少の割合をいいます。
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曰新規□恋軍
（鯛ＩＳｉ弓）戸［老ＵｌＦｆ４ｍコエ 平成２３年９月１５日

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
千葉県船檎市本町2-7苧1７

氏名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）
石井食品株式会社万代表取締役社長長島価雅

電話Ｏ４７－４３５－０１４１

主たる業種 食料品製造業
|細分類番号 0１ 9１ lｉ ２ 

事業者の区分

針□2条第１項第１号

京都府地球温j漫化対策条例施行規則鳶口2条第１項第２号又は第３号

罫□2条第１項第４号

計画期間 平成２３年４月から平成２６年３月まで

基本方針H22年度を基麺にH25年度の温室効果ｶﾞｽ排出量を5％以上削減する。

計画を推進するた
めの体制

ISO1400182004、導入年月日2004,1月、JMAQA、Ｅ462

温室

出の
の目

効果ガスの排
実績及び削減
標

温室効果ガスの排出の量

|事業活動に伴う排出の量

|評価の対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度

(20～22）年度
第１年度
(23）年度

第２年度

(24）年度
第３年度
(25）年度

増減率

4,402.3トン 4,577.2トン 4,577.2トン 3,790.2トン -2.0パーセント

4,577.2トン 40577.2トン 40577.2トン 3,790.2トン -5.7パーーント

1123年度に原料冷引I庫の”ﾃﾑを小型化する。更にH24年､２５年度に空飼ﾛｽを毎くす事により６％削域
を目掬す。

原単位当たりの温
室効果ガス排出趣
等

事業の用に供す

る建築物の用途 原単位の指標

工場
巫嚢活動に

（生産，

伴う判恒出の畳

園数円）
巫魂i舌動に 嘩弓pEHlの母

（） 

原単位の指標及び目標の根拠

Z昏ﾕF竪千と匙

(22）年度
第１年度
(23）年度

第２年度

(24）年度
第３年度

(25）年度
増減率

4．２１ ４６２１ 4句２１ :～Ｂ､４５ －５．５６パーセント

パーセント

1125竿度にﾄﾞ脚面己仔の竪伯を行う事によりご古･ｲﾗｰの陣動台数をＩＭ城し．燃料{２用丑を剛城する．

重点的に実施する取組の実施計画

基準年度
(22）年度

40.0 
'5－ 

セント

第１年度

(23）年度

47.0 
〃０－

セント

第２年度

(24〕年度

95.0 
パー

セント

第３年度
(25）年度

Ｊ⑪-

125.0セント

備考

具体的な取
措置の内容

組及び

（２３）年度

（２４）年度

（２５）年度

原料冷蔵庫のｺﾝﾃ”ﾝｸﾞﾆｸﾄを1/2にする。

個別空調ｼｽﾃﾑの整傭,配管系統の見直しにより空調ﾛｽを削減する。

ﾄｬﾚﾝ配管の整傭により燃料便用量を削減する。

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措霞を採用する理由

特になし

付近に公共交通機関が無いというエ場の立地条件上の理由からﾏｲｶｰ通勤を
制限する事は難しい。

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球i且暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整繍によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン麺力imE替等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効来分又は沮

室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の

合計

第１年度

(23）年度
0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第２年度

(24）年度
0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第３年度

(25）年度

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

備考

地球温j圏i化
資する社会
動

地球環境保霞のため省資源、省ｴﾈﾙdf.－、地球温畷化防止、廃棄物の低減に努めている．製品の製造から消費後廃
棄までの水の使用量、I廃棄物発生量の削減目標を立て毎月検睡している。また原材料の關達には、ﾌｰﾄﾞﾏｲﾚｰi'・を
配慮している。

特記事項特になし


